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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　コラムを介してチェアベースと連接する支持台と、
　前記支持台に旋回可能に連接され、座面と連接する底台と、
　前記支持台に旋回可能に連接され、背もたれと連接する背もたれ支持体と、
　前記底台および前記背もたれ支持体と連接して、弾性的回復構造を形成する第１弾性機
構と、
　前記支持台および前記底台と連接し、前記底台に加える力の方向は前記第１弾性機構の
前記底台に加える力の方向と反対する第２弾性機構と、を備えることを特徴とする、
　弾性的リクライニング機構。
【請求項２】
　前記支持台、前記底台および前記背もたれ支持体は、軸部材を介して旋回可能に連接さ
れ、前記第１弾性機構は前記軸部材に旋回可能に嵌め設けられており、前記第１弾性機構
と前記弾性的回復構造とは、前記軸部材を支点とすることを特徴とする、請求項１に記載
の弾性的リクライニング機構。
【請求項３】
　前記第２弾性機構は、前記支持台と前記底台との間に設けられており、前記支持台およ
び前記底台と連接することを特徴とする、請求項１に記載の弾性的リクライニング機構。
【請求項４】
　前記支持台と前記背もたれ支持体のうちの一方には、案内穴が少なくとも一つ設けられ
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ており、他方には、前記案内穴に移動可能に設けられているガイド部材が少なくとも一つ
設けられていることを特徴とする、請求項１に記載の弾性的リクライニング機構。
【請求項５】
　更に、連合ロック構造を備え、前記支持台にロック軸が設けられており、前記連合ロッ
ク構造は、前記底台と連接し前記ロック軸に調整可能に連接されている底台ロック部材と
、前記背もたれ支持体と連接し前記ロック軸に調整可能に連接されている背もたれ支持体
ロック部材と、操作することにより、前記ロック軸、前記底台ロック部材および前記背も
たれ支持体ロック部材をロックすることが可能なロック装置と、を備えることを特徴とす
る、請求項１に記載の弾性的リクライニング機構。
【請求項６】
　前記ロック軸は、前記底台ロック部材の案内穴と、前記背もたれ支持体ロック部材の案
内穴とを挿通し、前記底台ロック部材と前記背もたれ支持体ロック部材との案内穴により
、前記底台ロック部材と前記背もたれ支持体ロック部材との前記ロック軸に対する移動が
できることを特徴とする、請求項５に記載の弾性的リクライニング機構。
【請求項７】
　更に、底台ロック装置と、背もたれ支持体ロック装置と、底台ロック部材と、背もたれ
支持体ロック部材と、を備え、前記支持台にロック軸が設けられており、前記背もたれ支
持体にロック軸が設けられており、前記底台ロック部材は、前記底台と連接し、前記支持
台のロック軸に調整可能に連接されており、前記背もたれ支持体ロック部材は、前記底台
と連接し、前記背もたれ支持体のロック軸に調整可能に連接されており、前記底台ロック
装置を操作することにより、前記底台ロック部材と前記支持台のロック軸とをロックする
ことができ、前記背もたれ支持体ロック装置を操作することにより、前記背もたれ支持体
ロック部材と前記背もたれ支持体のロック軸とをロックすることができることを特徴とす
る、請求項１に記載の弾性的リクライニング機構。
【請求項８】
　前記支持台のロック軸は、前記底台ロック部材の案内穴を挿通し、前記底台ロック部材
の案内穴により、前記底台ロック部材の前記支持台のロック軸に対する移動ができ、前記
背もたれ支持体のロック軸は、前記背もたれ支持体ロック部材の案内穴を挿通し、前記背
もたれ支持体ロック部材の案内穴により、前記背もたれ支持体ロック部材の前記背もたれ
支持体のロック軸に対する移動ができることを特徴とする、請求項７に記載の弾性的リク
ライニング機構。
【請求項９】
　前記支持台、前記底台および前記背もたれ支持体は、軸部材を介して旋回可能に連接さ
れ、前記第１弾性機構は前記軸部材に旋回可能に嵌め設けられており、前記第１弾性機構
と前記弾性的回復構造とは前記軸部材を支点とし、前記第２弾性機構は、前記支持台と前
記底台との間に設けられており、前記支持台および前記底台と連接し、前記支持台に案内
穴が少なくとも一つ設けられており、前記背もたれ支持体には、前記案内穴に移動可能に
設けられているガイド部材が少なくとも一つ設けられており、前記底台には、更に、底台
調節軸が設けられており、前記第１弾性機構の両端は、それぞれ前記ガイド部材と前記底
台調節軸とに弾性的に押し付け、前記第１弾性機構と前記第２弾性機構とは、前記底台に
加える力の方向が互いに反対し、これにより、前記底台のトルクは平衡であることを特徴
とする、請求項６に記載の弾性的リクライニング機構。
【請求項１０】
　請求項１から９の何れかの１項に記載の弾性的リクライニング機構を備え、
　更に、座面と、背もたれと、コラムと、チェアベースと、を備え、
　前記背もたれは前記背もたれ支持体と連接することを特徴とする、
　自由調節回転椅子。
【請求項１１】
　前記コラムは、気圧シリンダーロッドであり、前記支持台は、前記チェアベースに対し
て昇降可能であることを特徴とする、請求項１０に記載の自由調節回転椅子。



(3) JP 6667693 B2 2020.3.18

10

20

30

40

50

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、回転椅子にマッチングする部材に関し、特に、弾性的リクライニング機構お
よび自由調節可能な回転椅子に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来のフリーリクライニング機構付き回転椅子は、ユーザーが回転椅子のリクライニン
グ角度を調節することが可能であるが、座面と背もたれとの間の傾斜角度が一定の比例内
に規制される。これにより、従来のフリーリクライニング機構付き回転椅子は、全てのユ
ーザーの要求に満足することができない。このような座面と背もたれとの間の規制される
傾斜関係は、少数のユーザーが不満を持つ。現在、座面と背もたれの傾斜角度をそれぞれ
調整することが可能な回転椅子は、ユーザーの要求を十分に満足できず、人間工学に要求
される傾斜の支持弾力および角度に合うことができないため、座面と背もたれをリクライ
ニングするときの快適度を向上することができない。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　本発明の主な目的は、座面と背もたれとの傾斜の角度を、それぞれ独立に調節し、又は
同時に調節することが可能な弾性的リクライニング機構および自由調節可能な回転椅子を
提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本発明に係る弾性的リクライニング機構は、コラムを介してチェアベースと連接する支
持台と、支持台に旋回可能に連接され、座面と連接する底台と、支持台に旋回可能に連接
され、背もたれと連接する背もたれ支持体と、底台および背もたれ支持体と連接して、弾
性的回復構造を形成する第１弾性機構と、支持台および底台と連接し、底台に加える力の
方向は第１弾性機構の底台に加える力の方向と反対する第２弾性機構と、を備えることを
特徴とする。
【０００５】
　本発明に係る弾性的リクライニング機構は、支持台、底台および背もたれ支持体は、軸
部材を介して旋回可能に連接され、第１弾性機構は軸部材に旋回可能に嵌め設けられてお
り、第１弾性機構と弾性的回復構造とは、軸部材を支点とすることを特徴とする。
【０００６】
　本発明に係る弾性的リクライニング機構は、第２弾性機構は、支持台と底台との間に設
けられており、支持台および底台と連接することを特徴とする。
【０００７】
　本発明に係る弾性的リクライニング機構は、支持台と背もたれ支持体とのうちの一方に
は、案内穴が少なくとも一つ設けられており、他方には、案内穴に移動可能に設けられて
いるガイド部材が少なくとも一つ設けられていることを特徴とする。
【０００８】
　本発明に係る弾性的リクライニング機構は、更に、連合ロック構造を備え、支持台にロ
ック軸が設けられており、連合ロック構造は、底台と連接しロック軸に調整可能に連接さ
れている底台ロック部材と、背もたれ支持体と連接しロック軸に調整可能に連接されてい
る背もたれ支持体ロック部材と、操作することにより、ロック軸、底台ロック部材および
背もたれ支持体ロック部材をロックすることが可能なロック装置と、を備えることを特徴
とする。
【０００９】
　本発明に係る弾性的リクライニング機構は、ロック軸は、底台ロック部材の案内穴と、
背もたれ支持体ロック部材の案内穴とを挿通し、底台ロック部材と背もたれ支持体ロック
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部材との案内穴により、底台ロック部材と背もたれ支持体ロック部材とのロック軸に対す
る移動できることを特徴とする。
【００１０】
　本発明に係る弾性的リクライニング機構は、更に、底台ロック装置と、背もたれ支持体
ロック装置と、底台ロック部材と、背もたれ支持体ロック部材と、を備え、支持台にロッ
ク軸が設けられており、背もたれ支持体にロック軸が設けられており、底台ロック部材は
、底台と連接し、支持台のロック軸に調整可能に連接されており、背もたれ支持体ロック
部材は、底台と連接し、背もたれ支持体のロック軸に調整可能に連接されており、底台ロ
ック装置を操作することにより、底台ロック部材と支持台のロック軸とをロックすること
ができ、背もたれ支持体ロック装置を操作することにより、背もたれ支持体ロック部材と
背もたれ支持体のロック軸とをロックすることができることを特徴とする。
【００１１】
　本発明に係る弾性的リクライニング機構は、支持台のロック軸は、底台ロック部材の案
内穴を挿通し、底台ロック部材の案内穴により、底台ロック部材の支持台のロック軸に対
する移動でき、背もたれ支持体のロック軸は、背もたれ支持体ロック部材の案内穴を挿通
し、背もたれ支持体ロック部材の案内穴により、背もたれ支持体ロック部材の背もたれ支
持体のロック軸に対する移動できることを特徴とする。
【００１２】
　本発明に係る弾性的リクライニング機構は、支持台、底台および背もたれ支持体は、軸
部材を介して旋回可能に連接され、第１弾性機構は軸部材に旋回可能に嵌め設けられてお
り、第１弾性機構と弾性的回復構造とは軸部材を支点とし、第２弾性機構は、支持台と底
台との間に設けられており、支持台および底台と連接し、支持台に案内穴が少なくとも一
つ設けられており、背もたれ支持体には、案内穴に移動可能に設けられているガイド部材
が少なくとも一つ設けられており、底台には、更に、底台調節軸が設けられており、第１
弾性機構の両端は、それぞれガイド部材と底台調節軸とに弾性的に押し付け、第１弾性機
構と第２弾性機構とは、底台に加える力の方向が互いに反対し、これにより、底台のトル
クは平衡であることを特徴とする。
【００１３】
　本発明に係る自由調節回転椅子は、前記何れかの弾性的リクライニング機構を備え、更
に、座面と、背もたれと、コラムと、チェアベースと、を備え、背もたれは背もたれ支持
体と連接することを特徴とする。
【００１４】
　本発明に係る自由調節回転椅子は、前記コラムは、気圧シリンダーロッドであり、前記
支持台は、前記チェアベースに対して昇降可能であることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明に係る弾性的リクライニング機構および自由調節可能な回転椅子には、次のよう
な効果がある。
　（１）座面と背もたれとが、角度を独立に調節し、又は同時に角度を自由に調節し、或
いは更にロックすることができるため、異なるユーザーの使用習慣および要求を満足する
ことができる。
【００１６】
　（２）ユーザーが、快適にリクライニングすることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の一実施形態に係る自由調節可能な回転椅子を示す斜視図である。
【図２】本発明の一実施形態に係るリクライニング機構を示す分解斜視図である。
【図３】本発明の一実施形態に係るリクライニング機構を示す斜視図である。
【図４】本発明の一実施形態に係るリクライニング機構を示す断面図である。
【図５】本発明の一実施形態に係るリクライニング機構の動作を示す図である。
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【図６】本発明の一実施形態に係るリクライニング機構を示す上面図である。
【図７】本発明の一実施形態に係るリクライニング機構のロック状態を示す図である。
【図８】本発明の一実施形態に係るリクライニング機構のロック状態を示す図である。
【図９】本発明の別の実施形態に係るリクライニング機構を示す斜視図である。
【図１０】本発明の別の実施形態に係るリクライニング機構のロック状態を示す図である
。
【図１１】本発明の別の実施形態に係るリクライニング機構のロック状態を示す図である
。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、本発明の実施の形態を図面に基づいて説明する。
【００１９】
　図１から図８を参照する。本発明の一実施形態に係る弾性的リクライニング機構１及び
自由調節可能な回転椅子１００は、支持台１０と、底台２０と、背もたれ支持体３０と、
第１弾性機構４０と、第２弾性機構５０と、を備える。
【００２０】
　支持台１０はチェアベース１０１と連接する。底台２０と支持台１０は、互いに旋回可
能に連接して、座面１０２と連接する。背もたれ支持体３０と支持台１０は、互いに旋回
可能に連接して、背もたれ１０３と連接する。第１弾性機構４０と底台２０及び背もたれ
支持体３０は、互いに当接し、又は連接して、弾性的回復構造を形成する。
　第２弾性機構５０と支持台１０及び底台２０は、互いに当接し、又は連接する。第２弾
性機構５０の底台２０に加える力の方向と第１弾性機構４０の底台２０に加える力の方向
は、互いに逆方向である。これにより、座面１０２と背もたれ１０３とは、設定された範
囲内に角度を任意に調節することができる。
【００２１】
　支持台１０、底台２０及び背もたれ支持体３０は、軸部材６０を介して旋回可能に連接
する。第１弾性機構４０と弾性的回復構造とは、軸部材６０を支点とする。第１弾性機構
４０は、ねじりバネであり、軸部材６０に連接されている。本実施形態では、第１弾性機
構４０が軸部材６０に旋回可能に嵌め設けられている。しかし、第１弾性機構は、片状バ
ネ、トルクバー、押さえバネ、又は引っ張りバネなどの弾力を発生することが可能な部材
でもよい。第１弾性機構は、二つの独立の弾性部材（例えば上記の弾性部材）を備え、又
は上記の何れかの弾性部材を合わせて構成され、底台と背もたれ支持体とに弾力を加える
ことができればよい。
【００２２】
　支持台１０と背もたれ支持体３０の一方には、案内穴が少なくとも一つ設けられており
、他方には、前記案内穴に移動可能に設けられているガイド部材が少なくとも一つ設けら
れている。本実施形態では、支持台１０に案内穴１１が少なくとも一つ設けられており、
背もたれ支持体３０には、案内穴１１に移動可能に設けられているガイド部材３１が少な
くとも一つ設けられている。案内穴１１は円弧形を呈する長溝であることが好ましい。こ
れにより、背もたれ支持体３０は案内穴１１に沿って安定的に揺動することができる。
【００２３】
　第２弾性機構５０は、支持台１０と底台２０との間に設けられており両方に当接し、又
は連接する少なくとも一つの押さえバネ又は引っ張りバネを備える。本実施形態では、第
２弾性機構５０は押さえバネであり、底台２０には、更に、底台調節軸２１が設けられて
おり、前記ねじりばねの両端は、ガイド部材３１と底台調節軸２１とにそれぞれ弾性的に
押し付け、前記押さえバネと前記ねじりばねとは、それぞれ軸部材６０の両側において底
台２０に当接し、トルクが平衡である。支持台１０と底台２０とには、収容空間または嵌
めピンが設けられていることが好ましい。これにより、前記押さえバネを安定的に設ける
ことができる。
　前記第２弾性機構は、押さえバネと引っ張りバネを合わせて構成され、又は片状バネや
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トルクバーなどの弾力を発生することが可能な部材でもよい。前記第２弾性機構は、平衡
の弾力を提供して前記底台を弾性的に押し上げ、その力の方向が前記第１弾性部材の前記
底台に加える力の方向の逆方向であり、互いにバランスする効果を有する。これにより、
前記座面と前記背もたれとは、無段階で自動的にバランスを取ることができ、フリーリク
ライニングすることが可能となり、何れかのユーザーであっても、快適にリクライニング
することができる。
【００２４】
　本実施形態に係る弾性的リクライニング機構１は、更に、連合ロック構造７０を備える
。支持台１０にロック軸１２が設けられている。連合ロック構造７０は、底台２０と連接
しロック軸１２に調整可能に連接されている底台ロック部材７１と、背もたれ支持体３０
と連接しロック軸１２に調整可能に連接されている背もたれ支持体ロック部材７２と、操
作することにより、ロック軸１２、底台ロック部材７１及び背もたれ支持体ロック部材７
２をロックすることが可能なロック装置７３と、を備える。ロック軸１２は、底台ロック
部材７１の一つの案内穴７１１と背もたれ支持体ロック部材７２の一つの案内穴７２１と
を挿通する。底台ロック部材７１と背もたれ支持体ロック部材７２との案内穴７１１、７
２１により、底台ロック部材７１と背もたれ支持体ロック部材７２とのロック軸１２に対
する移動できる。案内穴７１１、７２１は円弧形を呈する長溝であることが好ましい。こ
れにより、底台２０と背もたれ支持体３０とは前記案内穴に沿って安定的に揺動すること
ができる。
　ロック装置７３は、支持台１０に設けられている引きレバー７３１と、ロック軸１２に
嵌め設けられている押さえバネ７３２と、を備える。引きレバー７３１の一端はカム部７
３３（例えばローラー）を備える。引きレバー７３１を引くことにより、引きレバー７３
１を上下動することができ、ひいては底台ロック部材７１及び背もたれ支持体ロック部材
７２を同時に緩め、又はロックする。もちろん、前記押さえバネは、押し付けてロックす
ることが可能な何れかの部材および材料でもよい。前記ロック装置は、前記底台又は／及
び前記背もたれ支持体に設けられている複数の位置決め穴と、前記支持台の少なくとも一
つのピン部材と、を備えてもよい。前記ピン部材は、例えば引きレバー又はワイヤにより
作動され、調整した後、前記複数の位置決め穴のうちの一つに前記ピン部材を差し込んで
位置決めする。
【００２５】
　図９から図１１を参照する。本発明の別の実施形態に係る弾性的リクライニング機構１
ａは、更に、底台ロック装置７４と、背もたれ支持体ロック装置７５と、底台ロック部材
７１と、背もたれ支持体ロック部材７６と、を備える。支持台１０にロック軸１２が設け
られている。背もたれ支持体３０にロック軸３２が設けられている。底台ロック部材７１
は、底台２０と連接し、支持台１０のロック軸１２に調整可能に連接されている。
　背もたれ支持体ロック部材７６は、底台２０と連接し、背もたれ支持体３０のロック軸
３２に調整可能に連接されている。底台ロック装置７４を操作することにより、底台ロッ
ク部材７１と支持台１０のロック軸１２とをロックすることができる。背もたれ支持体ロ
ック装置７５を操作することにより、背もたれ支持体ロック部材７６と背もたれ支持体３
０のロック軸３２とをロックすることができる。
　支持台１０のロック軸１２は底台ロック部材７１の一つの案内穴７１１を挿通する。底
台ロック部材７１の案内穴により、底台ロック部材７１の支持台１０のロック軸１２に対
する移動できる。背もたれ支持体３０のロック軸３２は背もたれ支持体ロック部材７６の
一つの案内穴７６１を挿通する。背もたれ支持体ロック部材７６の案内穴７６１により、
背もたれ支持体ロック部材７６の背もたれ支持体３０のロック軸３２に対する移動できる
。これにより、底台２０と背もたれ支持体３０とは、それぞれ調整して位置決めすること
ができる。
【００２６】
　本発明の別の自由調節可能な回転椅子１００は、上記の弾性的リクライニング機構を備
え、更に、座面１０２と、背もたれ１０３と、コラム１０４と、チェアベース１０１と、
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を備える。前記コラム１０４は、気圧シリンダーロッドであり、前記支持台１０は、前記
チェアベース１０１に対して昇降可能である。
【００２７】
　前記弾性的リクライニング機構によれば、座面と背もたれとは、角度を独立に調節し、
又は同時に角度を自由に調節し、或いは更にロックすることができるため、異なるユーザ
ーの使用習慣および要求を満足することができる。前記弾性的リクライニング機構を使用
する自由調節可能な回転椅子によれば、ユーザーは快適にリクライニングすることができ
る。
【００２８】
　上記では、種々の実施の形態および変形例を説明したが、本発明はこれらの内容に限定
されるものではない。本発明の技術的思想の範囲内で考えられるその他の態様も本発明の
範囲内に含まれる。
【符号の説明】
【００２９】
１、１ａ　弾性的リクライニング機構
１０　支持台
１１、７１１、７２１、７６１　案内穴
１２　ロック軸
２０　底台
２１　底台調節軸
３０　背もたれ支持体
３１　ガイド部材
３２　ロック軸
４０　第１弾性機構
５０　第２弾性機構
６０　軸部材
７０　連合ロック構造
７１　底台ロック部材
７２　背もたれ支持体ロック部材
７３　ロック装置
７４　底台ロック装置
７５　背もたれ支持体ロック装置
７６　背もたれ支持体ロック部材
１００　自由調節回転椅子
１０１　チェアベース
１０２　座面
１０３　背もたれ
１０４　コラム
７３１　引きレバー
７３２　押さえバネ
７３３　カム部
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